




















   
   
   
   





























2014年 12月 31日に厚生労働省が発表した「平成 26年(2014年)人口動態統




減じた「自然減」は 26 万８千人、８年連続、過去最大の減少幅となった。 





では、０～２歳が 314 万人(総人口に占める割合 2.5％)、３～５歳が 316 万人(同
2.5％)、６～８歳が 319 万人(同 2.5％)、９～11 歳が 333 万人(同 2.6％)、12～
14 歳が 351 万人(同 2.8％)となっている。(表２) 
 これを未就学の乳幼児(０～５歳)、小学生の年代(６～11歳)、中学生の年代(12
～14 歳)の三つの区分でみると、それぞれ 629 万人(同割合 






















男女計 1633 1649 -16
男 836 844 -8
女 797 804 -8
人口性比 105 .0 105.0 0
男女計 12714 12735 -22
男 6182 6194 -12
女 6532 6542 -10














0-2歳 3-5歳 6-8歳 9-11歳 (12-14歳)
男女計 1633 629 314 316 653 319 333 351
男 836 322 161 162 334 164 171 180
女 797 307 153 154 318 156 163 171







































































図２ :幼稚園 3歳から高等学校第 3学年までの 1 5年間の学習費総額 (万円）  













当初、平成 25 年(2013 年)4 月 1 日から平成 27 年(2015 年)12 月 31 日まで




























































































業の実態調査（2013 年）」によれば、2013 年の収入高合計は前年比 7.7％の
増加、調査対象 163 社中 81 社が増収、内２期連続で損益が判明した 97 社中
約８割の 77 社が黒字だった。景気が回復基調にあることから、レジャーのニ
ーズも高くなっていることがその要因として挙げられる。2014 年もその傾向は
続き、特にユニバーサルスタジオジャパン（以下 USJ）は 2014 年７月オープ
ンの「ハリー・ポッター」をテーマにした新エリアの誘客効果によって、2014
年度の来場者は開業時の 1,100 万人を上回る、過去最高を更新する見込みだ。 
遊園地やテーマパークは、ファミリー向けの小規模な施設から、東京ディズ










1999 年メキシコに第 1 号がオープンし、現在は世界 13 ヶ国で展開している。
わが国では東京(2006 年開業)と甲子園(2009 年開業)で営業中である。2014 年
























少し古いデータではあるが、10 年前の平成 17 年(2005 年)版・国民生活白書
のテーマは「子育て世代の意識と生活」であった。白書によれば、一人の子ど
もを育てる費用(22 年間計)は、約 1,300 万円。二人目、三人目にかける費用は






 アンケート調査は、2014 年 4 月発行の日経インサイトの「母親が思わずハ
マる子育て消費のツボ」を参考に世田谷区・渋谷区を中心に任意の保育園、小
学校を対象に行った。調査の実施時期は、2014 年６月から 2014 年 10 月。園
長、学校長、自治会長、商店街連合会長を通じ、了解を得て実施した。また同
年 10 月以降、翌年１月にかけて杉並区・世田谷区の神社において参拝客を中
心に同じ質問内容の意識調査を行った。総数 453 世帯に対して 246 人から回答






























































39.2 40.7 46.8 69.0 16.9 3.8 33.3 20.6 28.5 37.5 47.2 50.2 2.7 8.8
未就学児 34.2 40.2 37.6 75.3 25.6 5.7 20.4 27.5 28.7 21.6 57.6 40.9 1.5 5.6
小学1-3年 37.5 36.6 42.5 68.3 21.4 3.1 31.7 21.4 24.7 39.2 43.5 53.6 2.9 8.3
小学4-6年 40.7 39.9 45.7 69.2 10.4 3.8 39.6 18.3 29.5 41.8 47.3 49.4 3.3 9.7





























































２回・2010 年度)によれば、お小遣いの額の最頻値は小学生が 500 円、中学生
が 1,000 円、高校生が 5,000 円であった。本アンケートで割合が高かったのは
小学校 1-3 年生では 500 円未満が最も多く、小学校 4-6 年では 500～1,000 円














































受験用塾や通信教育にかかる費用は 15,000 円以上 
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